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平成２１年度の環境配慮等の状況について

環境情報の提供の促進等による特定事業者等の環境に配慮した事業活動の促進に関す
る法律（平成１６年法律第７７号）第６条の規定に基づき、平成２１年度における当局
の所掌事務に係る環境配慮等の状況を、下記のとおり公表します。

記

１ 環境への負荷の程度を示す数値

項目 単位 平成21年度

公用車の燃料使用量 熱量（GJ） 330

用紙の使用量 ﾄﾝ 6

事務所における単位面積当たりの電気消費量 熱量（kWh/㎡） 178

エネルギー供給設備等における燃料使用量 熱量（GJ） 1,062

事務所における単位面積当たりの上水使用量 m3/㎡ 1

廃棄物の量 ﾄﾝ 3

可燃ごみの量 ﾄﾝ 2

２ 環境に配慮したエネルギー・資源使用の効率化の状況

○ 平成２１年度においては、当局分としては、事務室の窓二重サッシ化、公用車の
利用の効率化の推進、両面印刷及び使用済み用紙の裏紙使用の徹底、事務室照明回
路細分化工事により昼休みの消灯及び残業時照明が必要な箇所以外の消灯の推進、
コピー機等のトナーカートリッジの回収・再利用の徹底等を実施した。
○ 当局が入居している中央合同庁舎第４号館全体の取組としては、冷暖房温度の適
正管理、エレベーターの間引き運転等を実施することで、省エネルギー対策に努め
た。


